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○総務省訓令第３４号 

 平成２０年度総務省政策評価実施計画を次のように定める。 

  平成２０年４月２２日 

 

 

                           総務大臣 増田 寛也 

 

平成２０年度総務省政策評価実施計画 

 

 

第１ 総則 

この計画は、行政機関が行う政策の評価に関する法律（平成１３年法律第８６号。以

下「法」という。）第７条の規定に基づき、及び総務省政策評価基本計画（平成１９年

総務省訓令第６０号。以下「基本計画」という。）を実施するため、総務省が平成２０

年度において行う事後評価の対象とする政策及び評価の方法等を定めるものとする。 

 

第２ 計画期間 

  この計画の対象期間（以下「計画期間」という。）は、平成２０年４月１日から平成

２１年３月３１日までの１年間とする。 

 

第３ 事後評価の対象とする政策及び評価の方法等 

計画期間における事後評価の対象とする政策及び評価の方法等は、次に定めるとおり

とする。 

 

 １ 実績評価方式により評価を行う場合 

 （１）評価対象政策 

法第７条第２項第１号に該当するものとして基本計画第６章第２節第２項（１）に

掲げられた主要な政策のうち、以下の政策とする。 

・情報通信技術の研究開発・標準化の推進 

・ＩＣＴ分野における国際戦略の推進 

・消防防災体制の充実強化 

また、「経済財政運営と構造改革に関する基本方針 2005」（平成１７年６月２１日閣

議決定）を踏まえ、事業実施中である以下の「成果重視事業」については、実績評価

方式により、個別に事業実施期間中における年度ごとの評価・検証を実施する。 

・職員等利用者認証業務・システムの最適化 

・文書管理業務・システムの最適化 

・政府認証基盤最適化事業 

・電子契約システムの整備 

・電気通信行政情報システムの最適化事業 

・総合無線局監理システムの電子申請機能等の高度化 

別添２ 
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・恩給業務・システムの最適化 

・統計調査等業務の最適化事業 

（２）評価の手続等 

① 実績評価書の案の作成及び提出 

政策の所管部局等はこの計画に基づき実績評価書の案（以下「実績評価書案」

という。）を作成し、平成２０年６月下旬を目途に大臣官房政策評価広報課長が定

める日までに大臣官房政策評価広報課に提出するものとする。 

政策の所管部局等は実績評価書案を作成するに当たり、基本計画第６章第２節

第４項（１）②の規定に基づき設定した当該政策の基本目標や指標等の達成度合

いの正確な把握に努めるとともに、当該政策に係る専門家からの意見聴取を積極

的に行うものとする。 

② 政策の所管部局等から提出された実績評価書案に対する審査 

大臣官房政策評価広報課は、政策の所管部局等から提出された実績評価書案の

記載内容について、基本計画第１０章第１節第２項（１）③の規定に基づき審査

を行うものとする。 

③ 大臣官房政策評価広報課は、上記②の審査を行った実績評価書案について、基

本計画第８章の規定に基づき大臣官房総括審議官（政策評価・広報担当）が別に

定める方法により、学識経験者等の意見を聴取するものとする。 

④ 大臣官房政策評価広報課が上記③の学識経験者等の意見を聴取した後、総務省

政策評価省内委員会における実績評価書案の決定等を経て、平成２０年７月末を

目途に実績評価書を公表するものとする。 

⑤ 法第１０条第２項の規定に基づき実績評価書とともに公表する要旨の作成及び

公表については、上記①から④の手続に準じて行うものとする。 

（３）実績評価書の様式等 

実績評価書及びその要旨の様式並びに記載要領は、大臣官房政策評価広報課長が別

に定める。 

 

 ２ 事後事業評価方式により評価を行う場合 

（１）評価対象政策 

法第７条第２項第１号に該当するものとして基本計画第６章第２節第２項（２）に

規定した政策のうち、次に掲げる政策とする。 

・地方公共団体に対する調査・照会業務システム整備 

・字幕番組・解説番組等の制作促進事業 

・地上デジタル放送公共アプリケーションパイロット事業 

・ユビキタスネットワーク時代に向けたマルチコンテンツ利用技術の開発・実証 

・移動通信システムにおける高度な電波の共同利用に向けた要素技術の研究開発 

・衛星通信と他の通信の共用技術の研究開発 

・高速・高精度測定技術の研究開発 

（２）評価の手続等 

 ① 事後事業評価書の案の作成及び提出 
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政策の所管部局等は、この計画に基づき事後事業評価書の案（以下「事後事業

評価書案」という。）を作成し、平成２０年６月下旬を目途に大臣官房政策評価広

報課長が定める日までに大臣官房政策評価広報課に提出するものとする。 

政策の所管部局等は、この事後事業評価書案を作成するに当たり、当該政策に

係る専門家からの意見聴取を積極的に行うものとする。 

  ② 政策の所管部局等から提出された事後事業評価書案に対する審査 

大臣官房政策評価広報課は、政策の所管部局等から提出された事後事業評価書

案の記載内容について、基本計画第１０章第１節第２項（１）③の規定に基づき

審査を行うものとする。 

③ 大臣官房政策評価広報課が上記②の審査を行った後、事後事業評価書案の決定

等を経て、平成２０年７月下旬を目途に事後事業評価書を公表するものとする。 

④ 法第１０条第２項の規定に基づき事後事業評価書とともに公表する要旨の作成

及び公表については、上記①から③の手続に準じて行うものとする。 

（３）事後事業評価書の様式等 

事後事業評価書及びその要旨の様式並びに記載要領は、大臣官房政策評価広報課長

が別に定める。 

 

 ３ 総合評価方式により評価を行う場合 

（１）評価対象政策 

法第７条第２項第３号に該当するものとして、基本計画第６章第２節第２項（１）

に掲げられた主要な政策のうち、以下の政策とする。 

・国家公務員の人事管理の推進 

・行政評価等による行政制度・運営の改善 

・地域振興 

・地方財源の確保と地方財政の健全化 

・分権型社会を担う地方税制度の構築 

・選挙制度等の適切な運用 

・電子政府・電子自治体の推進 

・電波利用料財源電波監視等の実施 

・郵政行政の推進 

（２）評価の手続等 

① 総合評価書の案の作成及び提出 

政策の所管部局等はこの計画に基づき総合評価書の案（以下「総合評価書案」

という。）を作成し、平成２０年６月下旬を目途に大臣官房政策評価広報課長が定

める日までに大臣官房政策評価広報課に提出するものとする。 

政策の所管部局等は総合評価書案を作成するに当たり、基本計画第６章第２節

第３項（１）の規定に基づき設定した当該政策の基本目標等を用いて政策効果の

発現状況を様々な角度から掘り下げて分析し、当該政策の方向性等について検証

し、その見直し等に活用するほか、当該政策に係る専門家からの意見聴取を積極

的に行うものとする。 



 - 4 - 

② 政策の所管部局等から提出された総合評価書案に対する審査 

大臣官房政策評価広報課は、政策の所管部局等から提出された総合評価書案の

記載内容について、基本計画第１０章第１節第２項（１）②の規定に基づき審査

を行うものとする。 

③ 大臣官房政策評価広報課は、上記②の審査を行った総合評価書案について、基

本計画第７章の規定に基づき大臣官房総括審議官（政策評価・広報担当）が別に

定める方法により、学識経験者等の意見を聴取するものとする。 

④ 大臣官房政策評価広報課が上記③の学識経験者等の意見を聴取した後、総務省

政策評価省内委員会における総合評価書案の決定等を経て、平成２０年７月下旬

を目途に総合評価書を公表するものとする。 

⑤ 法第１０条第２項の規定に基づき総合評価書とともに公表する要旨の作成及び

公表については、上記①から④の手続に準じて行うものとする。 

（３）総合評価書の様式等 

総合評価書及びその要旨の様式並びに記載要領は、大臣官房政策評価広報課長が別

に定める。 

 

附 則 

この訓令は、平成２０年４月２２日から施行する。 

 


